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令和5年２月27日付け 

厚生労働省発社援0227第5号指示 

  変更：令和※年※※月※※日付け 

こ 成 母 第 ※ ※ ※ 号 指 示

厚生労働省発社援※※※※第※号指示 

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号。以下「通則法」とい

う。）第29条第１項の規定に基づき、独立行政法人福祉医療機構（以下

「機構」という。）が達成すべき業務運営に関する目標（以下「中期目

標」という。）を次のとおり定める。 

令和 5 年 2 月 27 日 

令和※年※※月※※日 変更 

内閣総理大臣 ※※ ※※ 

厚生労働大臣 ※※ ※※ 

令和5年２月27日付け 

厚生労働省発社援0227第5号指示 

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号。以下「通則法」とい

う。）第29条第１項の規定に基づき、独立行政法人福祉医療機構（以下

「機構」という。）が達成すべき業務運営に関する目標（以下「中期目

標」という。）を次のとおり定める。 

令和5年2月27日 

厚生労働大臣 加 藤 勝 信 

第１ 政策体系における法人の位置付け及び役割 第１ 政策体系における法人の位置付け及び役割 

１～３ （略） １～３ （略） 

これらを踏まえ、機構は、福祉の増進並びに医療の普及及び向上を図る

という目的の下、我が国が抱える福祉・医療の諸課題を解決する国の政策

効果が最大となるよう、第５期中期目標期間においては、施設整備等の資

金融資や経営指導などの事業者向け支援、保育士や介護人材の処遇改善に

より地域包括ケアシステムや地域共生社会の実現に寄与するとともに、全

ての利用者等への福祉・保健・医療情報の一元的かつ正確な情報提供を実

施するなど、福祉・医療に関する多様な事業を効果的かつ効率的に実施す

これらを踏まえ、機構は、福祉の増進並びに医療の普及及び向上を図る

という目的の下、我が国が抱える福祉・医療の諸課題を解決する国の政策

効果が最大となるよう、第５期中期目標期間においては、施設整備等の資

金融資や経営指導などの事業者向け支援、保育士や介護人材の処遇改善に

より地域包括ケアシステムや地域共生社会の実現に寄与するとともに、全

ての利用者等への福祉・保健・医療情報の一元的かつ正確な情報提供を実

施するなど、福祉・医療に関する多様な事業を効果的かつ効率的に実施す
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るものとする。 

（別添）「政策体系図」、「一定の事業等のまとまり」及び「機構の使命

等と目標との関係」 

るものとする。 

（別添）「政策体系図」、「一定の事業等のまとまり」及び「機構の使命

等と目標との関係」 

 

第２ （略） 第２ （略） 

 

第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事

項 

通則法第29条第２項第２号の国民に対して提供するサービスその他の業

務の質の向上に関する事項は、次のとおりとし、１～９の各項目を一定の

事業等のまとまりとする。 

 

 

第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事

項 

通則法第 29 条第２項第２号の国民に対して提供するサービスその他の業

務の質の向上に関する事項は、次のとおりとし、１～９の各項目を一定の事

業等のまとまりとする。 

 

 

１～８ （略） 

 

 

１～８ （略） 

 

 

９ 旧優生保護法補償金等支払等業務及びハンセン病元患者家族補償金支払

等業務 

旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者等に対する補償金等の支

給等に関する法律（令和６年法律第70号）に基づく補償金等及びハン

セン病元患者家族に対する補償金の支給等に関する法律（令和元年法律

第55号）に基づく補償金の支払に当たっては、個人情報の取扱いに特

に配慮するとともに、事務費や基金残高の管理等を含め、国に対して毎

月の支払状況等を報告するなど、国と密接に連携の上、業務の適切かつ

迅速な実施に努めること。 

 

９ 一時金支払等業務及び補償金支払等業務 

 

旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に対する一時金の支給等

に関する法律（平成31年法律第14号）に基づく一時金等及びハンセン

病元患者家族に対する補償金の支給等に関する法律（令和元年法律第55

号）に基づく補償金の支払に当たっては、個人情報の取扱いに特に配慮

するとともに、事務費や基金残高の管理等を含め、国に対して毎月の支

払状況等を報告するなど、国と密接に連携の上、業務の適切かつ迅速な

実施に努めること。 

 

第４～６ （略） 

 

 

第４～６ （略） 

 

 


